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様式５「資格確認書」の必要書類の右欄の「応募者」欄への記入
は、○を付せばよいのでしょうか。あるいは部数（正１、副１）等
を記入すべきなのでしょうか。

該当している箇所にマル印（○）を記入いただければ結構です。
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様式６「その他の添付書類」で、定款には当社代表者印による原本
証明は必要ないでしょうか。定款の写しを提出することで良いで
しょうか。

代表者印が押印され、「原本に相違ありません」との文言が付された定款の写しの提出をお願いします。

様式２－４「研修実施状況」ですが、実施している、実施見込み、
実施予定なしの欄には、該当箇所に○を付すことでよろしいでしょ
うか。あるいは実施済日付や実施予定日付を記入しなければならな
いのでしょうか。

該当している箇所にマル印（○）を記入いただければ結構です。実施日等は不要です。

該当している箇所にマル印（○）を記入いただければ結構です。

人材確保・定着・育成に関する取り組みとハラスメント対策とはど
のような事を記載すればいいでしょうか。
具体例を教えていただけますでしょうか。

審査結果に直結しますので、具体例を例示することは出来かねます。貴法人で実施されている各対策の内
容や、実施されている研修内容を記載してください。

１法人で２つの有料老人ホームの特定施設応募を検討しています。
この場合、施設単位で様式２「応募申込書」等を作成して申し込む
のか、１法人で２施設分をまとめて記載して申し込むのか、いずれ
の対応になるでしょうか。

１施設１申込として書類の作成をお願いします。

公募に関するQ&A
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同一事業者による２施設からの特定応募申請を検討していますが、
様式２－３にある「人材確保、人材定着、人材育成、ハラスメント
対策」の取り組みについては、同一事業者のため２施設とも同一の
記載内容となるかと考えておりますが、問題ないでしょうか。

２施設で同じ内容であれば、同一の記載内容でも問題ありません。

質　問　内　容

選定後、いつまでに指定を受ける必要がありますでしょうか。

回　　　　答

本公募は特定施設入居者生活介護における「混合型」という認識で
よろしいでしょうか。

本公募への応募にあたって、特定施設の種類については混合型および介護専用型の指定はありませんが、
既存施設を転換する場合、現在の入居者が引き続き施設を利用するにあたって影響が出ないことを前提と
しています。

様式２－２「収支決算書関連書類」の必要書類のチェック欄には○
を付して提出することでよろしいでしょうか。あるいは部数（正
１・副１）のように記載すべきでしょうか。

項番

1

2

3

公募要領中に指定を受ける期日は記載しておりませんが、同要領３(2)③にて「本公募による事業者の選
定後、速やかに特定施設入居者生活介護の指定に向けた準備を進めること。（本市の事務手続きにより開
設が遅れた場合を除く。）」を応募条件としておりますので、選定された場合はその趣旨をご理解の上で
指定手続きを進めていただくようお願いします。

共同事業体届出書とはどういったことを想定されたものでしょう
か。
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「納税証明書（法人市民税）（最新）」について、対象市町村の指
定はありますでしょうか。
（全て or 本社所在地 or 茨木市　など）

「本公募に応募される法人」が、法人市民税を納税していることがわかる書類の提出をお願いします。対
象市町村に関する指定はなく、貴法人の所在地等によるかと存じます。

「既存施設を転換する場合は、既存入居者の処遇に配慮した計画で
あり、応募時点で入居者全員及びその家族に計画の説明行い、その
内容について書面にて同意を得ること。」と記載がありますが、入
居者又は家族の都合により、応募までに全入居者の同意を得ること
ができない場合はどのような取り扱いになりますでしょうか。

本公募への応募は、「応募者が施設の転換について入居者全員及びその家族から同意を得てなされたも
の」として扱います。応募後に同意を得ていないことが判明した場合は、当該応募者について失格としま
す。

「納税証明書（法人市民税）（最新）」について、いつ時点のもの
を提出したらいいでしょうか。

書類の提出時点において「応募者の今年度の納税状況がわかるもの」を提出してください。

「既存施設を転換する場合は、既存入居者の処遇に配慮した計画で
あり、応募時点で入居者全員及びその家族に計画の説明行い、その
内容について書面にて同意を得ること。」と記載がありますが、周
知方法は書面にて通知いたしますがよろしいでしょうか。

周知方法について指定はありません。入居者全員及びその家族に対して、施設の転換に係る利用料金や
サービス提供体制の変更等について必ず説明した上で、その内容について書面にて同意を得てください。

一法人単独ではなく、複数の法人が共同で本公募へ応募する場合を想定したものです。
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